
統 計 局 所 管 指 定 統 計 調 査 一 覧                    参 考 ２ 

１．人口・労働統計関係 

 名   称 目    的 調査対象数 調査員数 利  用  例 周 期 

人 

口 

国  勢  調  査
国内の人口・世帯の実態を調査し、国及び地方公共団体における

各種行政施策のための基礎資料を得る。 

全 世 帯 

(約5,000万世帯)
約90万人

衆議院議員選挙区の画定及び議員

定数、地方交付税額を決定する際

の算定根拠 

５年 

(直近､平成17年) 

労  働  力  調  査
国民の就業・不就業の状態を毎月調査し、失業率、就業者数など

を把握する。 
約4万世帯 約3000人

各種雇用政策の企画立案のための

基礎資料 
毎月 労 

 

働 就業構造基本調査
我が国の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業

構造に関する基礎資料を得る。 
約50万世帯 約4万人

労働需給調整などの検討に向けた

基礎資料 

５年 

(平成19年10月) 

住宅・土地統計調査
国民の居住形態や、住宅・土地の保有状況等に関する実態を調査

し、住宅・土地関連諸施策のための基礎資料等を得る。 
約450万世帯 約10万人

住宅建設五箇年計画の関連施策の

策定・評価資料 

５年 

(直近､平成15年) 

社 会 生 活 基 本 調 査
国民の生活時間の配分や日常生活の様々な活動状況を調査し、国

民の社会生活に関する基礎資料を得る。 
約10万世帯 約8000人

男女共同参画社会に係る施策のた

めの基礎資料 

５年 

(直近、平成18年) 

２．経 済 統 計 関 係 

 名   称 目    的 調査対象数 調査員数 利  用  例 周 期 

小売物価統計調査
主要商品の小売価格、サービス料などを毎月調査し、消費者物価

指数（ＣＰＩ）を作成するなど物価に関する基礎資料を得る。 
約3万店舗 約800人 消費者物価指数（ＣＰＩ）の作成 毎月 物 

 

価 全国物価統計調査
商品の販売価格及びサービスの料金などを調査し、物価対策など

に関する基礎資料を得る。 
約20万店舗 約6000人

物価の地域間格差の要因分析のた

めの基礎資料 

５年 

(平成19年11月) 

家  計  調  査
国民生活における家計収支の実態を毎月調査し、経済及び社会問

題等に関する施策のための基礎資料を得る。 
約9000世帯 約700人

ＧＤＰの家計消費部門推計の基礎

資料 
毎月 個 

人 

消 

費 全国消費実態調査
家計の収支及び貯蓄、耐久消費財等の家計資産を総合的に調査

し、国民生活の実態に関する基礎資料を得る。 
約10万世帯 約8000人

ＧＤＰの推計、ＣＰＩの作成のた

めの基礎資料 

５年 

(直近､平成16年) 

事業所・企業統計調査

我が国における事業所及び企業の産業、従業者規模等の基本的構

造を調査し、各種統計・社会施策のための基礎資料を得るととも

に、調査実施のための事業所・企業名簿を整備する。 

全 事 業 所  

(約600万事業所)
約10万人

経済産業政策の立案のための基礎

資料 

５年（中間年に簡

易調査を実施） 

(直近、平成18年) 

個人企業経済調査
個人企業の経営の実態を調査し、景気動向の把握や中小企業振興

のための基礎資料を得る。 
約4000事業所 約200人

ＧＤＰの推計、中小企業振興のた

めの基礎資料 
毎四半期 

科学技術研究調査
我が国における科学技術に関する研究活動の状態を調査し、科学

技術振興のための基礎資料を得る。 
約2万事業所 (郵送調査)

科学技術振興政策等の施策立案の

ための基礎資料 
毎年 

企 

業 

活 

動 

サービス業基本調査
サービス業を営む事業所の経済活動及び業務の実態を調査し、全

国及び地域別のサービス業に関する基礎資料を得る。 
約50万事業所 約2万人

ＧＤＰの推計、産業連関表作成の

ための基礎資料 

５年 

(直近､平成16年) 



 

統計ができるまでの業務の流れ 

 

 

全体の企画・管理・調整
統計調査実施機関（統計局など）
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※調査の流れ①に該当する調査：社会生活基本調査、労働力調査、小売物価統計調査、家計調査、個人企業経済調査

　 調査の流れ②に該当する調査：事業所・企業統計調査、就業構造基本調査、全国物価統計調査、住宅・土地統計調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国消費実態調査、国勢調査、サービス業基本調査

　 調査の流れ③に該当する調査：地方公務員給与実態調査

　 調査の流れ④に該当する調査：科学技術研究調査

③

総 務 省

調　　　　　査　　　　　対　　　　　象　　（　個　人　、　法　人　、　事　業　所　等　）

市　　(　区　)　　町　　村

統 計 調 査 員

①

②

総務省所管の指定統計調査の流れ図

都 道 府 県

統 計 主 管 課

市 （ 区 ） 町 村
（調査対象・職員）

都道府県
市区町村担当課

人　事　課
(調査対象・職員)

④③

法定受託事務

都道府県・政令指定都市




